
【はじめに】

　平成30年度決算における財務書類を作成しましたので、公表します。

　財務書類とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」　の４表のこと

を指しています。（内容については、３ページを参照してください。）

　国は、平成18年に「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」や、平成１９年に「公会

計の整備促進について」等を通知し、公会計改革及び資産・債務改革の取組みを推進してきました。

　これまで本市では、総務省「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成19年10月）の「総務省方式改

訂モデルに基づく財務書類作成要領」に示された作成基準により財務諸表を作成してきました。

　平成27年1月23日に総務省により新たに通知された「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」

に基づき、全国の市町村等に対して平成29年度までに「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に沿った

財務書類の作成が要請されたことから、本市においても平成27年度から固定資産台帳の整備を開始し、

平成28年度決算より統一的な基準による財務書類を作成しています。

※総務省平成26年5月23日公表資料

統一的な基準による財務書類（平成30年度決算）について
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【財務書類について】

　財務書類は、貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書の４表で構成されます。

○貸借対照表

　住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で

賄ってきたかを総括的に対照表示した財務書類であり、資産合計と負債純資産合計が一致し、左右がバラ

ンスがとれている表であることから「バランスシート」とも呼ばれています。

○行政コスト計算書

　１年間の行政活動のうち、福祉給付やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る

経費と、その行政サービスの対価として得られた収入金等の財源を対比させた財務書類です。

○純資産変動計算書

　貸借対照表内の「純資産の部」に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを表している財

務書類です。 

○資金収支計算書

　歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異なる３つの区分（「業務活動収支」、「投資活動収支」、

「財務活動収支」）ごとに分けて表示した財務書類です。

【財務書類の相関関係】

　財務書類４表の相関関係は、次のとおりです。

＝

貸借対照表 行政コスト計算書

経常行政コスト

－

経常収益

＝

期首歳計現金残高

純経常行政コスト

貸借対照表（前年度）

＝

資金収支計算書

収入

純資産変動計算書

期末純資産残高

純経常行政コスト

期首純資産残高

一般財源・補助金受入等

資産評価替え等

－
＋

±

支出

－

期末歳計現金残高

＝

＋

歳計現金増減額

・・・

・・・

・・・

歳計現金

・・・

資産 負債

純資産
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【対象とする会計の範囲】

＜一般会計等＞

※本概要では、＜一般会計等＞、＜全体会計＞について説明します。

・介護保険特別会計

公営企業会計
・水道事業会計

・公共下水道事業会計

・一般会計

特別会計

・国民健康保険特別会計

・後期高齢者医療特別会計

・石川県市町議会議員等公務災害補償組合（比例連結）

・手取川水防事務組合（比例連結）

・石川県市町村消防賞じゅつ金組合（比例連結）

地方公社・第三セクター等
・野々市市土地開発公社（全部連結）

・野々市市情報文化振興財団（全部連結）

一部事務組合・広域連合

・白山石川医療企業団（公立松任石川中央病院）（比例連結）

・白山野々市広域事務組合（比例連結）

・石川県後期高齢者広域連合（比例連結）

・石川県市町村職員退職手当組合（みなし連結）

・石川県市町村消防団員等公務災害補償等組合（比例連結）

＜全体会計＞

＜連結会計＞
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【財務書類を活用した分析】

　以下では、財務書類を活用した分析を記載しています。分析の中では、市民一人当たりに換算した金額等を記

載したものがありますが、基礎となる人口については、平成31年3月31日現在の野々市市住民基本台帳人口：

５２，４６９人（男２６，５３３人、女２５，９３６人）を用いています。

○貸借対照表 （単位：千円）
科目名 金額 住民1人当たり 科目名 金額 住民1人当たり

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 65,014,378 1,239   固定負債 21,552,378 411
    有形固定資産 62,914,789 1,199     地方債 19,480,796 371
    無形固定資産 233,547 4     退職手当引当金 766,288 15
    投資その他の資産 1,866,042 36     その他 1,305,294 25
      投資及び出資金 99,125 2   流動負債 2,204,389 42
      長期延滞債権 132,185 3     １年内償還予定地方債 1,635,810 31
      長期貸付金 135,000 3     賞与等引当金 177,941 3
      基金 1,507,851 29     その他 390,639 7
      徴収不能引当金 -8,119 0 負債合計 23,756,768 453
  流動資産 3,392,990 65 【純資産の部】
    現金預金 495,976 9   固定資産等形成分 67,841,554 1,293
    未収金 74,813 1   余剰分（不足分） -23,190,953 -442
    棚卸資産 - -   他団体出資等分 - -
    基金 2,827,176 54
    徴収不能引当金 -4,975 0 純資産合計 44,650,601 851
資産合計 68,407,369 1,304 負債及び純資産合計 68,407,369 1,304

野々市市人口 52,469

男 26,533

女 25,936

（1）資産の状況

（２）負債の状況

（３）純資産の状況

＜一般会計等＞

　一般会計等での本市の保有する資産は、684億円となっており、市民１人当たりの資産は130万円となっています。
　そのうち、92.0％を有形固定資産が占めており、その内訳としては、道路・橋りょう・公園・住宅等の生活インフラ、小
学校・中学校などがあります。
　所有割合（行政目的別）としては、教育43.7％、生活インフラ40.4％、総務7.4％、福祉4.4％の順に保有しておりま
す。

　将来世代が負担していくこととなる負債は、238億円となっており、市民一人当たりに換算すると45万円となります。
　そのうち、地方債（翌年度償還予定地方債を含む。）が88.9％と大きな割合を占めており、市民一人当たりに換算す
ると40万円となります。
　なお、211億円の地方債残高のうち120億円は、その返済額の全てに対して普通交付税の手当てがされる有利な地
方債となっています。

　純資産は、447億円、市民１人当たり85万円となっています。
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○行政コスト計算書 （単位：千円）

科目名 住民1人当たり 行政コスト割合
  経常費用 319
    業務費用 156
      人件費 43 13.4%
      物件費等 108 33.8%
      その他の業務費用 5 1.7%
    移転費用 163
      補助金等 87 27.1%

      社会保障給付 62 19.4%

      その他 14 4.5%

  経常収益 16

    使用料及び手数料 2

    その他 14

純経常行政コスト 303

  臨時損失 0

    資産除売却損ほか 0

  臨時利益 0

    資産売却益ほか 0

純行政コスト 303

○純資産変動計算書 （単位：千円）
合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 住民1人当たり
44,624,209 67,433,544 -22,809,336

-15,918,638 -15,918,638

15,916,702 15,916,702
11,079,219 11,079,219 211
4,837,483 4,837,483 92

-1,936 -1,936

379,682 -379,682
2,757,812 -2,757,812

-1,758,906 1,758,906
242,002 -242,002

-861,226 861,226
- -

28,328 28,328
- - -

26,392 408,010 -381,618
44,650,601 67,841,554 -23,190,953

野々市市人口 52,469

男 26,533
女 25,936

金額

16,760,355

5,666,703
286,913

8,207,268
2,253,652

3,258,176

749,909

840,236

91,063

749,173

15,920,119

8,553,087
4,545,002

科目名

0

0

1,481

1,481

15,918,638

    税収等
    国県等補助金
  本年度差額

前年度末純資産残高
  純行政コスト（△）
  財源

    貸付金・基金等の増加
    貸付金・基金等の減少
  資産評価差額

  固定資産等の変動（内部変動）
    有形固定資産等の増加
    有形固定資産等の減少

本年度末純資産残高

  無償所管換等
  その他
  本年度純資産変動額

　行政コストの発生（行政コスト計算書）及び純資産の変動（純資産変動計算書）を表示しています。
　本年度の行政コスト（経常費用）は167億円で、行政サービス利用に対する対価として市民の皆さまが負担する使用
料や手数料などの経常収益は8億円となり、行政コストから経常収益を引いた純経常行政コストは159億円となりまし
た。
　この純行政コストについては、市税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金など（財源）で賄っています。純
経常行政コストの性質別割合は人件費などの「人にかかるコスト」が13.4％、減価償却費などの「物にかかるコスト」が
33.8％、補助金支出などの「移転支出的なコスト」が51.0％となっています。
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○資金収支計算書 （単位：千円）
住民1人当たり

285
300
14

53
34

-19

35
40
4

-1
7
6

4

3
9

野々市市人口 52,469

男 26,533
女 25,936

科目名 金額
【業務活動収支】

業務活動収支 744,263
【投資活動収支】

  業務支出 14,977,677
  業務収入 15,721,940

投資活動収支 -1,010,100
【財務活動収支】

  投資活動支出 2,803,233
  投資活動収入 1,793,133

財務活動収支 223,173
本年度資金収支額 -42,664

  財務活動支出 1,859,431
  財務活動収入 2,082,604

前年度末歳計外現金残高 191,327
本年度歳計外現金増減額 -12,988

前年度末資金残高 360,301
本年度末資金残高 317,637

　資金収支計算書において、業務活動収支額は7億4千万円、財務活動収支は2億2千万円の黒字になっている一
方、公共資産整備支出を含めた投資活動収支は10億円の赤字となりました。
　この結果、当期収支差額は4千万円の赤字となり、本年度末資金残高は3億2千万円（歳計外現金は含まず）となり
ました。

本年度末歳計外現金残高 178,339
本年度末現金預金残高 495,976
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○貸借対照表 （単位：千円）
科目名 金額 住民1人当たり 科目名 金額 住民1人当たり

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 97,621,810 1,861   固定負債 45,195,311 861
    有形固定資産 92,358,352 1,760     地方債 32,282,312 615
    無形固定資産 2,427,445 46     退職手当引当金 766,288 15
    投資その他の資産 2,836,013 54     その他 12,146,710 232
      投資及び出資金 99,125 2   流動負債 3,648,876 70
      長期延滞債権 347,208 7     １年内償還予定地方債 2,630,791 50
      長期貸付金 135,000 3     賞与等引当金 187,345 4
      基金 2,280,398 43     その他 830,740 16
      徴収不能引当金 -25,717 0 負債合計 48,844,186 931
  流動資産 5,879,203 112 【純資産の部】
    現金預金 2,708,107 52   固定資産等形成分 100,448,986 1,914
    未収金 319,819 6   余剰分（不足分） -45,792,159 -873
    基金 2,827,176 54   他団体出資等分 - -
    その他 56,560 1
    徴収不能引当金 -32,459 -1 純資産合計 54,656,827 1,042
資産合計 103,501,013 1,973 負債及び純資産合計 103,501,013 1,973

野々市市人口 52,469

男 26,533

女 25,936

（1）資産の状況

（２）負債の状況

（３）純資産の状況

＜全体会計＞

　全体会計での本市の保有する資産は、1,035億円となっており、市民１人当たりの資産は197万円となっています。
　そのうち、89.2％を有形固定資産が占めており、その内訳としては、道路・橋りょう・公園・住宅等の生活インフラ、小
学校・中学校などがあります。
　　所有割合（行政目的別）としては、生活インフラ59.4％、教育29.8％、総務5.1％、福祉3.0％の順に保有しておりま
す。

　将来世代が負担していくこととなる負債は、488億円となっており、市民一人当たりに換算すると93万円となります。
　そのうち、地方債（翌年度償還予定地方債を含む。）が71.5％と大きな割合を占めており、市民一人当たりに換算す
ると67万円となります。
　なお、349億円の地方債残高のうち196億円は、その返済額の全てに対して普通交付税の手当てがされる有利な地
方債となっています。

　純資産は、547億円、市民１人当たり104万円となっています。
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○行政コスト計算書 （単位：千円）

科目名 住民1人当たり 行政コスト割合
  経常費用 473
    業務費用 195
      人件費 45 9.5%
      物件費等 136 28.7%
      その他の業務費用 14 2.9%
    移転費用 279
      補助金等 216 45.6%

      社会保障給付 62 13.1%

      その他 1 0.2%

  経常収益 43

    使用料及び手数料 28

    その他 15

純経常行政コスト 430

  臨時損失 0

    資産除売却損ほか 0

  臨時利益 0

    資産売却益ほか 0

純行政コスト 430

○純資産変動計算書 （単位：千円）
合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 住民1人当たり
54,266,740 100,257,857 -45,991,117

-22,554,235 -22,554,235

22,916,895 22,916,895
14,186,044 14,186,044 270
8,730,851 8,730,851 166

362,660 362,660

152,395 -152,395
3,351,520 -3,351,520

-2,859,350 2,859,350
535,146 -535,146

-874,921 874,921
- -

38,734 38,734
-11,308 - -11,308
390,087 191,129 198,958

54,656,827 100,448,986 -45,792,159

野々市市人口 52,469

男 26,533
女 25,936

金額

24,831,649

7,137,535
717,668

10,213,313
2,358,110

3,261,122

44,862

2,280,338

1,473,202

807,136

22,551,311

14,618,335
11,312,351

4,406

4,406

1,481

1,481

22,554,235

  財源
    税収等
    国県等補助金

科目名
前年度末純資産残高
  純行政コスト（△）

    有形固定資産等の減少
    貸付金・基金等の増加
    貸付金・基金等の減少

  本年度差額
  固定資産等の変動（内部変動）
    有形固定資産等の増加

  本年度純資産変動額
本年度末純資産残高

  資産評価差額
  無償所管換等
  その他

　行政コストの発生（行政コスト計算書）及び純資産の変動（純資産変動計算書）を表示しています。
　本年度の行政コスト（経常費用）は248億円で、行政サービス利用に対する対価として市民の皆さまが負担する使用
料や手数料などの経常収益は23億円となり、行政コストから経常収益を引いた純経常行政コストは225億円となりまし
た。
　この純行政コストについては、市税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金など（財源）で賄っています。純
経常行政コストの性質別割合は人件費などの「人にかかるコスト」が9.5％、減価償却費などの「物にかかるコスト」が
28.7％、補助金支出などの「移転支出的なコスト」が58.9％となっています。
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○資金収支計算書 （単位：千円）
住民1人当たり

416
452
36

70
39

-31

54
49
-5
-1
49
48

4

3
52

野々市市人口 52,469

男 26,533
女 25,936

科目名 金額
【業務活動収支】

業務活動収支 1,883,526
【投資活動収支】

  業務支出 21,819,793
  業務収入 23,703,318

投資活動収支 -1,639,658
【財務活動収支】

  投資活動支出 3,676,569
  投資活動収入 2,036,911

2,529,769

財務活動収支 -272,740
本年度資金収支額 -28,872

  財務活動支出 2,848,744
  財務活動収入 2,576,004

　資金収支計算書において、業務活動収支額は18億8千万円の黒字になっている一方、財務活動収支は2億7千万
円、公共資産整備支出を含めた投資活動収支は16億4千万円の赤字となりました。
　この結果、当期収支差額は3千万円の赤字となり、本年度末資金残高は25億3千万円（歳計外現金は含まず）となり
ました。

本年度末歳計外現金残高 178,339
本年度末現金預金残高 2,708,107

前年度末歳計外現金残高 191,327
本年度歳計外現金増減額 -12,988

前年度末資金残高 2,558,641
本年度末資金残高
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